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図 1 をみると、アルバイト従事率は、1992 年度以降、2010 年度まで、トレンドとしては
減少傾向にあった。それが 10 年度には底を打ち、その後、14 年度までは横バイ状態に落ち


















事率（平均的な 1 ヵ月をめやすにして、アルバイト収入があった学生の比率）には 2009 年
以降、ほぼ一貫した上昇傾向がみられる。のみならず、15 年から 16 年にかけては、それま
でに比べ幾分大きな増加が観察できる。
ただし、『生協調査』における 15 年から 16 年にかけての授業期間中のアルバイト従事率
の上昇は、それ以前にみられた増減の規模の範囲内に収まっている。これに対し、『学生生
活調査』の場合は、1968～2014 年度における増減は、最大でも 4.4 ポイントにすぎない。よっ
て、14 年度から 16 年度にかけての 9.6 ポイントの増加は、異常な規模での変化だといえる。
このように、2014 年・年度の動向を除けば、『学生生活調査』と『生協調査』とも、授業
期間中のアルバイト従事率は、つぎの 2 点において一致した推移動向がみられる。第 1 に、
09 年・年度以降、増加傾向にあること。第 2 に、16 年・年度にはその前の年・年度に比べ
て、幾分大きな増加がみられること。以上 2 点である。
ここで問題になるのは、14 年・年度の動向である。『生協調査』では、12 年あるいは 13
年から 14 年にかけて、授業期間中のアルバイト従事率は上昇している。これ対し、『学生

















































































武蔵野大学教養教育リサーチセンター 紀要 e Basis Vol.9（2019.3）
第 1 に、『学生生活調査』における 2014 年度から 16 年度にかけての増加の規模は、過去
の動向に比べて異常なほどの大きさをみせていること、のみならず第 2 に、『生協調査』の
動向も勘案すれば、『学生生活調査』における 14 年度の数値は、何らかの理由によって、







この年度間に「パートタイムの有効求人倍率」は、1.41 倍から 1.73 倍へと増加している。
その影響でアルバイト従事率が上昇した可能性が、まず考えられる。しかし、以下の点を考
慮すると、その影響は限的的だとみなせる。
第 1 に、パートタイム有効求人倍率には、2009 年度の 0.73 倍を起点として、それ以降、
16 年度の 1.73 倍までへと、一貫した上昇傾向がみられる。この間の授業期間中の経常的ア
ルバイト従事率にも、先述したように 14 年度の落ち込みが異常であったとみなせば、基本
的には増加傾向がみられる。つまり、10～16 年度の期間については、それら 2 つの動向は


















































































率は、JASSO 奨学金受給率より、どの年度についても約 5％高い状態で、JASSO 奨学金受
給率と、同じトレンドをみせている。そこで、JASSO 奨学金受給率に絞っていえば、1996
年度にはその受給率は 17.2％であった。それがその後、2006 年度における 0.1％規模の微
減を唯一の例外として、12 年度まで急激に増加し、47.5％に達した。しかし、14 年度には
46.8％と減少に転じ、さらに 16 年度には 43.8％にまで低下している。
JASSO 奨学金滞納問題が、マスコミなどで本格的に騒がれ始めたのは、2014 年度初めの
時期である。その影響のもとで、大学へのインタビュー調査の結果などをもとにすれば、多
くの大学で、遅くとも 15 年度には、「貸与奨学金（JASSO 奨学金）離れ」の指摘が相次い
だ 4）。その指摘が、データでも確認できることになる。
このような「貸与奨学金（JASSO 奨学金）離れ」を反映して、図 4 に示したように、
JASSO 以外の奨学金も含めた、奨学金収入（年収）は、2012 年度以降、16 年度まで減少
している。同様に、家庭からの給付も、これらの年度間で減少がみられる。とくにこれらの
収入減少を反映して、12 年度から 14 年度にかけては、「家庭からの給付」＋「奨学金」＋
「アルバイト」の 3 つの合計収入総額にも、年額 3.07 万円の低下がみられる。しかし、14
年度から 16 年度にかけては、合計収入総額には、ほとんど差はみられない。つまり、奨学
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武蔵野大学教養教育リサーチセンター 紀要 e Basis Vol.9（2019.3）
なお、図 4 の奨学金収入額は、奨学金を受給していない学生を含めた、実額平均値であ
る。奨学金受給者のみに限った奨学金受給額、つまり有額平均値でみると、2012 年度から
14 年度にかけては、778,095 円から 779,727 円へと、ほぼ横ばいであったものが、16 年度
には 819,787 円と、むしろ年額約 3 万円の増加がみられる。つまり、実額平均をもとにし






る、授業期間中のアルバイト従事率における、2014 年度から 16 年度にかけての増加の主
要因になったものと思われる。
5. 家庭からの給付とアルバイト




































つまり、04 年度から 16 年度にかけて、これら「経済的にきわめて恵まれない学生層」で













は、37.3％～41.4％のあいだで推移していた。しかし、14 年度から 16 年度にかけては、






入額（実額平均）には、2014 年度から 16 年度にかけて、約 3 万円の増加がみられた。し
かし、図 6 から明らかなように、アルバイトに従事している学生だけを取り出した場合の
アルバイト収入額（有額平均）は、むしろ減少している。この年度間における最低賃金（全










































































武蔵野大学教養教育リサーチセンター 紀要 e Basis Vol.9（2019.3）
つまり、この年度間のアルバイト収入額の実額平均の上昇は、時給単価の上昇によるもの
ではなく、アルバイト従事率の増加を原因とするものであることは、明らかである。
アルバイト収入額の有額平均について、その 1990 年度以降のトレンドをみれば、94 年
度までは減少傾向を示していた。そして、その後 2002 年度まで、ほぼ横バイ状態をつづけ
ていた。ところが、04 年度以降は、08 年度の上昇、および 10 年度の落ち込みの振れ幅が
異常に大きかったとみなせば、低下に転じているとみなせる。16 年度もそのトレンドの延
長線上に位置づけられる。
2014 年度からの（最近 1 週間の）生活時間のデータは、質問方法が変わったので 5）、そ
れ以前とのデータと連続性をもたない。そこでまず、06 年度と 12 年度を比較すると、アル
バイト時間 6）の平均値は、9.93 時間から 10.09 時間へと、0.16 時間の増加がみられるだけ
で、ほとんど差は認められない。同様に、14 年度と 16 年度を比較しても、アルバイト時間



























しかも、12 年度の 77.7％という数字が、例外的に高かったとみなせば、10 年度の
72.1％と比べて、14 年度には 72.8％、16 年度には 73.0％へと増加しており、トレンドと
してはいまだ拡大傾向がつづいている。
そして、表１に示したように、12 年度データをもとに7）、アルバイト職種別に時給を算出
すれば 8）、「軽労働」は「重労働・危険作業」についで、下から 2 番目に時給の低いアルバ
イト職種である。10 年度についても同様である。さらに 06 年度については、その時給は、
最低でさえあった。このように、他の職種に比べて、時給の低い軽労働従事者の著しい増加
によって、アルバイト学生全体での時給が低下してきたことは、確かであるとみなせる。
なお、図 7 をもとに、1 点だけ補足しておこう。2014 年度調査から、「軽労働」を「販
売」、「飲食業」、「販売・飲食を除く軽労働」といった、3 つの下位職種に分けた質問に変更
された。だから、軽労働の内訳を知ることができる。それをもとに 16 年度についてみると、









































































































家庭教師等 1,833 10.1 924 7,211
事務 369 13.4 655 7,450
軽労働 8,197 16.8 637 9,435
重労働・危険作業 72 18.6 626 9,619
特殊技能・その他 426 14.2 686 7,965













家庭教師等 1,744 10.8 913 7,414
事務 582 17.4 632 9,093
軽労働 9,412 17.2 620 9,138
重労働・危険作業 217 22.0 596 10,581
特殊技能・その他 851 17.9 746 9,380













家庭教師等 1,277 9.6 1032 7,395
事務 383 15.3 660 8,524
軽労働 5,421 17.0 640 9,208
重労働・危険作業 138 18.8 697 11,006
特殊技能・その他 804 16.3 746 9,960










年度から 16 年度にかけて、73.2％から 83.6％へと、10.4 ポイントも増加している。













それはさておき、授業期間中の経常的アルバイトに関していえば、2014 年度から 16 年









られる。のみならず、15 年から 16 年にかけては、それまでに比べ幾分大きな増加が観察で
きる。ただし、『生協調査』における 15 年から 16 年にかけての授業期間中のアルバイト従
事率の上昇規模は、それ以前にみられた増加の範囲内に収まっている。さらに、『生協調査』
では、12 年あるいは 13 年から 14 年にかけて、授業期間中のアルバイト従事率は、上昇し
ている。これ対し、『学生生活調査』では逆に、授業期間中のアルバイト従事率には、12 年
度の 71.6％から 14 年度の 70.6％へと減少がみられる。
こうしてみると、『学生生活調査』における 2014 年度の数値は、何らかの理由によって、
一時的に低目の値を示したとみなせる。その影響によって、14 年度から 16 年度にかけて
の、授業期間中のアルバイト従事率の変動は、大きな規模になったものと考えられる。授業
期間中の経常的アルバイト従事率についても、同様だと推測される。
（3）だとしても、『生協調査』でも、2015 年から 16 年にかけては、それまでに比べ幾分
71




をもとにすれば 15 年から、16 年・年度にかけての、授業期間中のアルバイト従事率におけ
る、幾分大きな上昇は、何らかの学生生活の変化を背景としたものであるかどうか、といっ
た点である。





（5）2014 年度から 16 年度にかけての授業期間中の経常的アルバイト従事率の急増の主
要要因になったと推測されるのは、学生生活費収入源の構成の変化である。
① 1996 年度には、日本学生支援機構（JASSO）奨学金受給率は 17.2％であった。それが
その後、2012 年度まで急激に増加し、47.5％に達した。しかし、14 年度初めには JASSO
奨学金滞納問題が、マスコミなどで本格的に騒がれ始めた。その影響のもとで、JASSO 奨
学金受給率は 14 年度には 46.8％と減少に転じ、16 年度には 43.8％にまで低下している。
いわゆる「貸与奨学金（JASSO 奨学金）離れ」である。
②このような「貸与奨学金（JASSO 奨学金）離れ」を反映して JASSO 以外の奨学金も含
めた、奨学金収入は、2012 年度以降、16 年度まで減少している。同様に、家庭からの給付
も、これらの年度間で減少がみられる。
とくにこれらの収入減少を反映して、2012 年度から 14 年度にかけては、「家庭からの給
付」＋「奨学金」＋「アルバイト」の 3 つの合計収入総額にも、低下がみられる。しかし、






































2006 年度と 12 年度について、（最近１週間の）アルバイト時間（定職を除く）を比較す
ると、その平均値には、ほとんど差は認められない。同様に、14 年度と 16 年度を比較して










































⑦岩田弘三「教育費負担とアルバイト─『平成 24 年度 学生生活調査』をもとに」、小林雅之






中心に─」、『武蔵野大学現代社会学部紀要』第 5 号、2004 年。
⑩岩田弘三・黒河内利臣「設置者別にみた学生生活費と学生文化の推移─全国大学生活協同組合
連合会『学生の消費生活に関する実態調査』データをもとに─」、『私学高等教育データブック










①岩田弘三「アルバイト状況」、独立行政法人 日本学生支援機構『平成 28 年度 学生生活調査
結果』、2018 年。






もとにした事例分析」、『武蔵野大学教養教育リサーチセンター紀要 e Basis』第７号、2017 年。
5 ） 2012 年度までは、「アルバイトの就労時間」を数値でそのまま直接記入する方式であった。こ
れに対し、2014 年度以降は、1 ＝「0 時間」、2 ＝「1-5 時間｝、 3 ＝「6-10 時間」、4 ＝「11-15
時間」、5 ＝「16-20 時間」、6 ＝「21-25 時間」、7 ＝「26-30 時間」、8 ＝「31 時間以上」の 8 つ
の選択肢を用いた質問になっている。本稿での、2014 年度以降のアルバイト平均時間に関しては、










チセンター紀要 e Basis』第 7 号、2017 年、P.73。
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は時給が高い可能性が強い。逆に、時給が低い職種についても、ここで算出された時給額は、
過大評価されている可能性が強い。
⑶ 1 年間のうちにアルバイト職種を変えた学生も存在する可能性がある。この場合には、かり
に同じ時間だけ働いたとしても、学生が主要職種として申告したアルバイト職種の時給が高い
ときには、その職種の時給は過少に算出され、逆のときは過大に算出されることになる。のみ
ならず、アルバイト時間そのものが変化した可能性もある。
